
令和４年度
身体拘束等廃止状況調査結果



【対象施設】 大阪府所管の特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、

指定介護療養型医療施設、介護医療院、

軽費老人ホーム、養護老人ホーム、有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅

【調査時期】 令和４年１０月～１１月

【調査方法】 記名式アンケート（電子媒体にて依頼、回収）

※別紙のとおり

対象数： 593件

回答数： 373件

【集計方法】 母数については回答数（除：回答率）



アンケート回収率（％）

67.9％
73.5％

54.5％ 56.9％
50.0％

61.9％ 62.9％
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身体拘束原則禁止実現割合（％）

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 99.4％ 99.7％

※適切な手続きを行っているものを含む
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身体拘束の状況割合（令和4年10月時点・前年同月との比較割合％）
※適切な手続きを行っているものを含む

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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医療院・療養

養護・軽費・ケアハウス
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サ高住

総計

身体拘束なし 大幅に減っている 徐々に減っている 変わっていない その他
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身体拘束の行為（全施設・人・複数回答）
※適切な手続きを行っているものを含む
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施設の取組状況割合

身体拘束廃止に取り組むことを施設の方針としている。

98.9％ 96.0％ 100.0％ 100.0％

88.0％
95.1％ 96.2％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

身体拘束廃止を目指して取り組んでいる施設であることを利用者等に宣言
している。

87.9％ 92.0％ 100.0％
78.4％ 64.0％

87.8％ 86.1％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

「身体拘束等の適正化のための指針」を作成している。
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 96.0％

84.8％
93.0％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計
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施設の取組状況割合

施設外で行われた身体拘束廃止に関する研修に参加している。
71.4％ 70.0％ 66.7％

45.9％
32.0％ 36.0％

50.4％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

施設内で身体拘束廃止に関する研修を開催している。

94.5％ 94.0％
83.3％

89.2％ 88.0％
92.7％ 92.5％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

全職員に｢身体拘束ゼロへの手引き｣を配布し、周知に努めている。

53.8％ 46.0％ 50.0％ 51.4％
76.0％ 72.0％ 61.9％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計
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施設の取組状況割合

職員がいつでも閲覧できる場所に｢身体拘束ゼロへの手引き｣を保管し、周
知に努めている。

76.9％ 92.0％ 100.0％ 86.5％ 68.0％
92.1％ 86.3％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

複数の職種・人数で構成する、身体拘束適正化検討委員会を設置している。
100.0％ 100.0％ 100.0％ 97.3％ 92.0％

73.2％ 87.4％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計

職員の意識改革に向けみんなで議論しあう場を設けている。
83.5％ 78.0％ 83.3％ 91.9％

72.0％ 84.8％ 83.4％

特養 老健 医療院・療養 養護・軽費・

ケアハウス

有料 サ高住 総計
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取組状況（その他・自由記載）

l 法人全体での取り組みとして身体拘束の検討委員会を設置している。

l 法人理事によるZoom研修を受講している。

l センサーマットも身体拘束と捉え使わない方針である。

l 委員会だけではなく、委員会メンバーを中心にミーティングの場や日々の業務の中で

適切な介護となるように話す場を設けている。

l 医療連携している訪問看護事業所と共同で研修を行っている。

l 現状、外部の研修等には参加できていない。

l 施設内で虐待予防と身体拘束廃止についての勉強会を年に３回実施している。

l 法人内に虐待・身体拘束等に関する第3者委員会(苦情・相談等も含む)を設置。年2回

第三者有識者による立ち入り検査を実施。
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身体拘束ゼロ推進員養成研修修了者の在籍率（％）

64.8％

74.0％

33.3％

21.6％ 20.0％
17.1％

37.3％
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研修修了者人数在籍人数 ※1施設あたりの人数

特養 老健
医療院・
療養

養護・軽
費・ケアハ
ウス

有料 サ高住

不在 33施設 13施設 4施設 29施設 20施設 136施設

1名 24施設 14施設 6施設 3施設 20施設

2名 20施設 11施設 1施設 1施設 2施設 4施設

3名 8施設 6施設 1施設 1施設 2施設

4名以上 6施設 6施設 1施設

法人全体
で1名 1施設
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